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第 9回京都労働局緊急雇用対策本部会議の開催結果について 

 

 

 京都労働局緊急雇用対策本部（以下「対策本部」という。）は、京都府、京都市、（独）

雇用・能力開発機構京都センターの参加を得て、第 9回対策本部会議を開催しました。 

会議においては、最近の雇用失業情勢や企業の雇用調整の動向等について認識を共有し、

各機関のこれまでの緊急雇用対策等の取組状況を報告・確認するとともに、今後の取組に

ついて協議を行いました。 

その結果、下記の事項を確認・決定しましたのでお知らせします。 

 

 

記 

 

 

１ 開催日時  平成 21年 10 月 5日（月） 午前 10時～12時 

 

 

２ 開催場所  京都労働局会議室 

 

 

３ 今後の取組 

（１）求人確保の取組 

京都労働局と京都府が、「求人の確保」施策を共同して取組むこととして去る 8月

20日に立ち上げた「京都求人開拓特別推進チーム」による、求人開拓・総量確保に

引き続き取り組む。（別紙） 

 

（２）経済５団体へ「求人確保の要請」 

労働局、京都府、京都市、府及び市教育委員会が共同して、経済 5 団体へ「求人

確保の要請」を 10月７日及び、13日に行うこととする。（別紙） 

 

（３）新規高卒者対象企業説明会の開催 

平成22年3月卒業予定の高校生を対象とした企業説明会を次のとおり開催し、早

期就職内定を支援する。 

11/11（水） 北部 マリアージュ福知山  １０社 １００名予定 

      11/18（水） 南部 マリアージュグランデ ３０社 ３００名予定 

 

京 都 労 働 局 発 表 

平成 21年 10 月 6日 14 時 
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京都労働局総務部企画室 

室  長 松本  亨 

室長補佐 加藤喜美子 

  ℡ 075-241-3212 
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「京都求人開拓特別推進チーム」の求人開拓の実施状況について 
 
                          平成２１年１０月５日 

京 都 労 働 局 
                                                     （職業安定課 ０７５－２４１－３２６８） 

京 都 府 
                                                   （総合就業支援室 ０７５－６８２－８９２２） 
                                                      
 雇用失業情勢の悪化が長引く中、有効求人の減少とともに、有効求職者の増加

が続き、早期再就職が困難な状況にあるため、京都労働局と京都府は合同で「京

都求人開拓特別推進チーム」を、全国で初めて平成２１年８月２０日に発足させ

たところですが、発足より１ヶ月が経過し、下記のとおり、開拓実績をまとめま

したのでお知らせします。 
 

記 
 
１ 訪問件数             延べ３，９１０件 
 
 
２ 開拓求人数               ３３３人 
                                           （９月３０日現在） 
 
 
※パート求人の割合が約７割と景気の見通しが立たない中、正社員求人の割合が

低い状況。 
 ※職業別にみると、製造、配送等の職業が約２７％、専門職・技術職が約１９％、

事務的職業が約１４％となっている。 
 ※産業別にみると、卸売、小売業が約１８％、製造業が約１６％、医療、福祉が

約１６％と３業種で５割を占める。 
  
今後は、企業開拓員の増員や開拓方法をさらに検討するなど、求人開拓の強化を

はかりたい。 
 
 
（参考） 

京都労働局・ハローワーク求人開拓推進員 ２０名 
京都府・京都ジョブパーク企業開拓員   １９名 



   府政記者クラブ、府教育記者クラブ、市政記者クラブ、経済記者クラブ同時配布 
                                 平成２１年１０月 ５日 
                                京 都 労 働 局 
                                京 都 府 
                                京 都 市 
                                京 都 府 教 育 委 員 会 
                                京 都 市 教 育 委 員 会 

 
経済団体への「求人確保の要請」について 

 
 京都府内の雇用情勢は、求人の減少、求職者の増加が続く中、本年８月の有効求人倍率が0.48倍

となり、昨年１１月から１０ヶ月連続して低下するなど、厳しい局面が続き、今後、景気の先行き

不透明感から、企業の採用意欲が更に低下することが懸念されます。 
 このため、京都労働局、京都府、京都市及び府・市教育委員会の共同で、経済５団体に対して求

人確保に向けた緊急要請を行うこととしていますので、お知らせいたします。 
 

記 
 
１ 日 時 平成2１年１０月７日（水） 午前１０時から午前１０時２０分 
２ 要請先 京都経営者協会 
３ 場 所  京都経営者協会事務局（京都市下京区塩小路通新町角 新京都センタービル６階） 
４ 要請者 永

なが

 山
やま

 寛
ひろ

 幸
ゆき

 京都労働局長 
           麻

あ

 生
そう

  純
じゅん

  京都府副知事 
      細

ほそ

 見
み

 吉
よし

 郎
ろう

 京都市副市長 

宮
みや

 野
の

 文
ふみ

 穂
ほ

 京都府教育庁教育次長 

生
いく

 田
た

 義
よし

 久
ひさ

 京都市教育委員会事務局教育政策監 
５ 対応者 位

い

 髙
たか

 光
こう

 司
し

 京都経営者協会会長 
６ 要請内容 京都労働局長、京都府知事、京都市長、京都府教育長及び京都市教育長の連名の要

請文を手交し、求人確保の要請に加え、新規学卒者及び障害者雇用への配慮につい

て要請する。 
７ 目 的 京都労働局、京都府、京都市及び府・市教育委員会が共同して、経済団体に対して求

人確保の要請を行うことにより、府内企業の採用意欲を高めるとともに、潜在的な求人

の掘り起こしを行い、幅広い求人の確保を図る。 
 

その他の要請行動 日 時：平成２１年１０月７日、１３日 
            要請先：京都府商工会議所連合会、京都府商工会連合会 
              京都府中小企業団体中央会、（社）京都工業会 

 
京都労働局職業安定課 
桑原課長（TEL２４１－３２６８） 
京都府総合就業支援室 
山崎室長（TEL６８２－８９２２） 
京都市産業観光局商工部経済企画課 
山下雇用創出等担当部長 
（TEL２２２－３３２５） 
京都府教育庁高校教育課 
藤井課長（TEL４１４－５８４６） 
京都市教育委員会事務局学校指導課 
東担当課長（TEL２２２－３８１１） 
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